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3.5GHz帯導入  

3.5GHz帯TD-LTE導入に関するドコモの技術開発の取組み  

2014年12月に，「第4世代移動通信システムの導入のた
めの特定基地局の開設計画の認定」が総務省より行われ，
3.5GHz帯の周波数が新たに利用可能となった．ドコモは
PREMIUM 4Gのさらなる進化として3.5GHz帯を用いた
TD-LTEを導入し，キャリアアグリゲーションにより既存
FDD帯と組み合わせた受信最大370Mbpsの通信サービス
を2016年6月に開始した．本稿では，3.5GHz帯の周波数
に関する国際的な動向や，国内での利用にあたり必要とな
る技術的な要件に対するドコモの技術開発の取組みを概説
する． 

  

1. まえがき 
2014年12月19日に，総務省から

「第4世代移動通信システム＊1の導入

のための特定基地局＊2の開設計画の

認定」が行われ，ドコモに3.5GHz帯

（3.48～3.52GHz）の周波数が割り

当てられた[1]．2016年6月には，こ

の3.5GHz帯を利用したPREMIUM 

4Gのサービスが開始されている． 

本稿では，3.5GHz帯の周波数の利

用にあたりドコモがこれまでに行っ

てきた技術開発の取組みとして，国

際電気通信連合（ITU：International 

Telecommunication Union）におけ

る周波数の国際標準化での貢献や，

3GPP（3rd Generation Partnership 

Project）における3.5GHz帯の利用

に必要なLTE-Advanced＊3関連仕様

策定への貢献などについて概説する． 

2. 3.5GHz帯周波数の
国際標準化 

⑴3.5GHz帯のITUによる特定 

モバイルトラフィックが増大して

いる状況を受け，新たな携帯電話周

波数の確保が重要な課題となってい

る．また携帯電話周波数を世界の多

くの国で共通に利用することができ

れば，機器の調達コスト低減や国際

ローミングの実現に有利に働く．

そこで，ITUの世界無線通信会議

（WRC：World Radiocommunication 

Conference）＊4では，各国が使用する

携帯電話周波数をIMT（International 

Mobile Telecommunication）と呼ば

れる名称で，できるだけ共通化する

（特定する）取組みが続けられてい

る． 

3.5GHz帯の携帯電話での利用に

ついては，国内では2003年10月に

総務省が公表した「周波数の再編方

針」において，中長期的な移動通信

システムの周波数需要を満たすため，

再編周波数の候補の1つとして挙げ

られたことにさかのぼる．その後の

ITUでの標準化活動を経て，2007年

に開催されたWRC（WRC-07）に
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波数を使用する基地局のことで，その開設
計画の認定を受けた事業者は，当該周波数
において排他的に免許申請をすることが可
能となる． 

 
 

 
 
 
 
 
 

＊1 第4世代移動通信システム：第3世代
（IMT-2000）の後継の移動通信システム．
高速移動時で100Mbps，静止時や低速移動
時で1Gbpsといった伝送速度の実現を目標
としている． 

＊2 特定基地局：電波法で定められた特定の周
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表1 3.5GHz帯の利用に関する国際的な動向 

項 目 内 容 

ITUでの動向 

・第一地域（欧州，ロシア，アラブ，アフリカ地域）のすべての国（122カ国）がIMT周波数に特定 
・第二地域（南北アメリカ地域）のすべての国（35カ国）がIMT周波数に特定 
・第三地域（アジア・太平洋地域）の36カ国のうち，3,400～3,500MHzは11カ国，3,500～
3,600MHzは10カ国がIMT周波数に特定 

主要国の動向 

欧 州 ・3,400～3,800MHzについて，モバイルブロードバンド通信向けの利用を想定しており，一部の国で
は，事業者へ周波数を割当て済み 

米 国 ・3,550～3,650MHzについて，既存システムとの共存を考慮して，モバイルブロードバンド用途に，
周波数の開放を検討中 

中 国 ・3,400～3,600MHzについて，携帯電話システムの導入に向け，衛星通信システムとの共存条件につ
いて検討中 

表2 3.5GHz帯の利用に求められた主な技術的要件 

項 目 内 容 

通信方式 ・LTE-Advanced（TDD）方式 

特定基地局の配置および開設時期 

・認定から4年後の年度末までに，各総合通信局の管轄区域内の人口カバー率が50％以上になるように
特定基地局を配置 
・認定から2年後の年度末までに，特定ひっ迫区域（繁華街やターミナルなど通信の利用が特に集中する
エリアを含む区域）において高度特定基地局の運用を開始 
・すべての都道府県において，特定基地局の運用を開始 

電波の能率的な利用を確保するため
の技術の導入 

・適応多値変調，キャリアアグリゲーション技術その他の電波の能率的な利用を確保するための技術の
利用 

おいて日本を含めた約90カ国に対

して，3.4～3.6GHzの範囲でIMTと

して初めて特定が行われた．そして，

2015年に開催されたWRC（WRC-

15）では，3.4～3.6GHzを衛星通信

システムで利用中または利用予定の

国々からの反対はあったものの，こ

の周波数をIMTに特定する国の数が

さらに拡大し，ほぼ世界共通の携帯

電話周波数として認められることに

なった． 

⑵ドコモの貢献 

ドコモは，これら3.5GHz帯のIMT

特定に関するITUでの標準化活動に

対して，総務省と連携し，積極的な

貢献を行ってきた[2] [3]．具体的に

は，WRCの議論に必要な，携帯電

話周波数の将来需要導出や衛星通信

システムとの周波数共用に関する技

術検討を主導し，WRCの審議でも

日本代表団の一員として積極的な対

応を行ってきた．またWRC-07の結

果を受け，2009年にかけて3GPPで

行われた，3.4～3.6GHzのバンドプ

ラン＊5の標準化活動においても，ド

コモは積極的に議論に参加し，その

仕様策定に貢献した[4]． 

3.4～3.6GHzは，ほぼ世界共通の

携帯電話周波数として認められるこ

とになったことから，今後各国にお

いて具体的な利用検討が開始される

ものと思われる（表1参照）． 

3. 3.5GHz帯の利用に 
関する技術的要件の 
ための技術開発 

総務省による特定基地局の開設計

画の認定にあたり，国内での3.5GHz

帯の利用については，いくつかの要

件が求められている[5]．その中で，

技術的な事項に関連する主な要件を

表2に抜粋して示す． 

⑴FDD方式とTDD方式のCAの活用 

通信方式は，LTE-Advancedの

TDD（Time Division Duplex）＊6方式

（TD-LTE）の導入が求められている．

ドコモは，これまでにPREMIUM 

4GとしてFDD（Frequency Division 

Duplex）＊7方式の周波数帯を用いた

キャリアアグリゲーション（CA：

Carrier Aggregation）＊8によるLTE-

Advancedの導入を進めてきた．

3.5GHz帯におけるLTE-Advanced

のTDD方式の導入にあたっても，

CAの活用が有効である．特に，ド

コモが提唱する高度化C-RAN＊ 9

使用周波数や帯域幅などを定めたもの． 
＊6 TDD：上りリンクと下りリンクで，同じ

キャリア周波数，周波数帯域を用いて時間
スロットで分割して信号伝送を行う方式． 

 
 

＊3 LTE-Advanced：LTEの発展形無線インタ
フェースであり，初版の仕様が3GPP 
Release 10として標準化された． 

＊4 世界無線通信会議（WRC）：各周波数帯の
利用方法，衛星軌道の利用方法，無線局の
運用に関する各種規定，技術基準などをは

じめとする国際的な電波秩序を規律する無
線通信規則の改正を行うための会議で，各
国主管庁およびITUに登録している事業者
などの関係団体が出席し，通常3～4年ごと
に開催される． 

＊5 バンドプラン：上りリンク，下りリンクの
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ベースバンド部

HO HO

制御するベー
スバンド処理
部を集約

小型化された無線部

高トラフィックエリアでは
マクロセル内に複数のス
モールセルを追加すること
で複数のアドオンセルとマ
クロセル間のCAを実現

マクロセルを重ね
あわせることによ
りCAを実現

高トラフィックなエリアに
スポット的にスモールセル
を展開し，CAを実現

HO：Hand Over
 

図1 高度化C-RANアーキテクチャによるキャリアアグリゲーション 

アーキテクチャを活用したCAによ

り，FDD方式で展開されている既

存のマクロセル＊10基地局と，3.5GHz

帯で展開するスモールセル＊11基地

局を連携させれば，駅周辺や大規模

商業施設などの通信トラフィックが

多いエリアでも，より高速で安定し

た通信を提供することが可能となる

（図1）[6]．LTE-AdvancedのFDD方

式とTDD方式との間でCAを可能と

するため，ドコモは3GPP仕様策定

において，積極的に議論に参加し，

Release 12仕様への盛込みを実現し

た[7]． 

⑵その他の技術開発 

また，3.5GHz帯の基地局の展開で

は，人口カバー率の要件を効率的に

満たすため，マクロセル基地局によ

る展開や，トラフィック需要が多い

ひっ迫区域のため，高度特定基地局

と呼ばれる8アンテナでの送信に対応

した基地局の展開が必要となる．本

特集記事では，これらの技術的要件

に対応するための基地局装置や関連

周辺装置の開発，ならびに端末の開

発について解説をしているため，詳

細はそちらをご参照頂きたい[8]～[11]． 

4. あとがき 
本稿では，新たな周波数として利

用が可能となった3.5GHz帯に関す

る国際的な動向や，国内利用にあた

り必要となる技術的な要件に対する

ドコモのこれまでの技術開発の取組

みを概説した． 

今後も無線容量の拡大や通信速度

の高速化といったドコモのネット

ワークの高度化を支える技術開発は

必須である．より快適なモバイル通

信環境をユーザに継続して提供して

いけるよう，標準化や装置開発の取

組みを続けていく． 
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＊10 マクロセル：主に屋外をカバーする半径数
百メートルから数十キロメートルの通信可
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ルと比較して送信電力が小さいセルの総称． 
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